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地域福祉は，住民の生活の満足度を向上させるという目標を有している。本研究では，市町
村社会福祉協議会が実施している地域福祉事業への住民満足度に影響を与えている要因を分析
して，地域福祉計画，地域福祉活動計画策定に反映させることで，住民ニーズに立脚した計画
の策定とアカウンタビリティ（説明責任）確保の遂行に寄与することを目的としている。
著者が日本学術振興会の科学研究費補助を受けて開発した「ベンチマーク方式による社会福

祉協議会の事業評価」の手法を活用して，秋田県Ａ町在住の18歳以上の男女1,197名を対象に，
同町社会福祉協議会が実施している地域福祉事業に対する住民意識調査の結果からデータベー
スを構築し，地域福祉活動や事業に対する住民の満足度に影響を及ぼしている要因を分析した。
事業に対する満足度と，周知度，居住地，居住年数，年齢との関係を分析した結果，活動や

事業に対する住民の周知度の違いが，それぞれの事業への期待度と満足度に大きく影響を及ぼ
していて，事業に対する周知度が低い集団で満足度のスコアが極端に低いことがわかった。
地域福祉計画，地域福祉活動計画の策定段階で，住民満足度を的確に分析し，ニーズ把握に

活用することは，計画のアカウンタビリティ確保に有用であり，事業に対する住民の周知度を
高めることが住民の生活の満足度の向上に寄与することが検証された。
計画策定の目標のなかに，地域福祉活動や事業に対する住民の認識度を向上させるための情

報提供システムを再構築することの重要性が示唆された。
地域福祉活動，住民満足度，地域福祉計画，地域福祉活動計画，事業評価

Ⅰ

平成12年に改正された社会福祉法で地域福祉
の推進が明文化され，平成15年以降，市町村に
おける地域福祉は，地域福祉計画に基づいて推
進されることになった1)。
地域福祉をとり巻く環境がめまぐるしく変化

するなかで，従来の福祉制度の枠組みだけでは
住民ニーズに十分な対応できなくなっている側
面が顕在化しており，民間レベルでの地域福祉
活動計画の策定にも大きな期待が寄せられてい
る。地域福祉活動計画とは，公的なサービスの
みに頼らずに，民間レベルの施設・保健福祉関

連団体・住民などが協力しあっていく方策をま
とめたもので，計画策定の中心的役割を担うの
が社会福祉協議会である2)。
地域福祉計画の策定に当たっては，社会福祉
法において，幅広い市民の意見を反映させる措
置を講ずることが求められており，「地域福祉
計画の最大の特徴は，地域住民の参加がなけれ
ば策定できない」としている点があげられ
る3)。
代表的な地域福祉の担い手である社会福祉協
議会でも，住民参加をいかに実現し，住民の地
域福祉ニーズに基づいた根拠ある計画を策定す
るかが課題になっている。すなわち，的確に住
民のニーズを反映させた地域福祉活動計画を策
定するとともに，策定した活動計画を具現化す
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るためには，地域の生活課題に関する住民への
ニーズ調査とその分析が必要とされ，サービス
量や質，住民の満足度など，提供しているサービス
の点検と評価，計画の進捗状況を適切に管理す
るためのモニタリングが不可欠になっている4)。
地域福祉は，住民の生活の満足度を向上させ

るという目標を有しており，地域福祉計画や活
動計画を策定するに当たり，提供している地域
福祉サービスに対する住民の満足度に影響を与
える要因を明らかにしていくことが重要な課題
で，住民ニーズに立脚した計画を策定するため
の要件である。
すなわち，行政計画，民間の計画によらず，

地域福祉活動に対する住民の満足度を高めるこ
とが地域福祉の究極の目的を達成するための要
件といえよう。
本研究では，秋田県Ａ町社会福祉協議会が実

施している地域福祉事業への住民意識調査結果
からデータベースを構築して，提供している地
域福祉事業に対する住民の満足度を左右する要
因を明らかにする。住民満足度分析に基づいた
計画の策定と修正を行うことで，効果的・効率
的な地域福祉サービスの提供と，事業の改善，
住民に対する計画策定のアカウンタビリティ確
保に寄与することを目的としている。

Ⅱ

秋田県Ａ町社会福祉協議会が実施している主
たる46事業に対して，著者が日本学術振興会の
科学研究費補助を受けて開発した「ベンチマー
ク方式による社会福祉協議会の事業評価」の手
法5)による住民意識調査を行い，地域福祉事業
に対する住民の満足度に影響を与えている要因
を分析した。

調査の対象はＡ町に住民票のある18歳以上の
男女3,897名から1,197名を無作為抽出した。
調査の期間は，平成17年２月１～25日で地区

福祉員による留め置き調査とした。回収数（率）
は950件（79.4％）であった。

Ａ町社会福祉協議会の実施している「社会福
祉協議会の事業に関する意識調査」の回答を基
にデータベースを構築し，調査結果を単純集計
した。
事業に対する周知度，期待度と満足度はクロ
ス集計して，４つの象限にグラフ化した 。

調査では，調査票に社会福祉協議会が取り組
んでいる地域福祉事業の基本計画，基本目標と
それら計画を実現するために実施している事業
の具体的な事項に関する説明文を調査票説明の
ページに盛り込んでおいた 。
調査対象者は社会福祉協議会が取り組んでい
る事業の目的や計画，具体的な取り組みでの説
明を読み，事業の理解度を高めた上で，地域福
祉事業に対する周知度，期待度（どれだけ重要
と感じているか），満足度（どれだけ満足と感
じているか）をリニアアナログスケール（０～
100点）で回答してもらった 。

リニアアナログスケールを用いた期待度と満
足度の測定尺度は，期待度に関しては，全く期
待していない（０～40点），あまり期待していな
い（41～60点），ある程度期待している（61～80
点），非常に期待している（81～100点）としてお
り，満足度に関しては，とても不満である
（０～40点），やや不満である（41～60点），あ
る程度満足である（61～80点），非常に満足して
いる（81～100点）と期待度，満足度ともに100
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点満点による点数記入方式とした。

期待度と満足度は散布図で分析した6)。散布
図は，横軸に期待度，縦軸に満足度とし期待度
と満足度60点（＝基準値）をクロスして４つの
象限にグラフ化して，住民の期待度と満足度か
ら地域福祉事業に関する事業評価にも活用でき
るよう工夫してある。
第１象限（現状強化維持事業）は，期待度＆

満足度60点以上の領域で，事業に対する意識の
割合が，期待度，満足度ともに高く，住民は現
状で満足しているが，さらなる展開を望んでい
る事業または活動である。
第２象限（重点改善事業）は，期待度60点以

上＆満足度60点以下の領域で，事業に対する意
識の割合は，期待度は高いが現状には満足して
おらず，さらなる展開を望んでいると思われる
象限であり，社協事業に対する要望が最も高い
分野であると考えられる事業または活動である。
第３象限（現状維持事業）は，期待度60点以

下＆満足度60点以上の領域で，事業に対する満

足度が高く，その期待度は低いとされる分野で，
住民は現状に満足しており，さらなる展開を望
んでいないと思われる事業または活動である。
第４象限（経過監視事業）は，期待度60点以
下＆満足度60点以下の領域で，事業に対する満
足度が低く，その期待度も低いとされる分野で，
住民は現状に満足していないが，さらなる展開
も望んでいないと思われる事業または活動であ
る。
なお，調査の対象とした46の事業については
を参照。

Ⅲ

調査結果から，事業や活動に対する住民の周
知度と期待度，満足度の関連性を中心に分析を
行った。
分析では周知度の違いごとに，①周知度を考
慮しない群，②事業を良く知っている群，③事
業を聞いたことがある群，④全く知らなかった
群の４つの群で，周知度が期待度と満足度に与
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回答者数(人) 期待度(点) 満足度(点) 回答者数(人) 期待度(点) 満足度(点)

全体（周知度を考慮しない） 周知度（全く知らない）

小地域ネットワーク活動
ネットワーク活動の充実
福祉員研修の実施
除排雪事業の実施
当事者会交流会
在宅介護者の集い事業
知的障害者家族交流会
高齢者男性料理教室
たすけあい資金貸し付け事業
生活福祉資金貸し付け事業

ふれあい安心電話事業
歳末たすけあい運動の実施
団体活動育成・援助・助成
老人クラブ連合会活動
手をつなぐ育成会
遺族会
ボランティア活動の活性化
ふれあい弁当の実施
ふれあい・いきいきサロンの推進
総合相談窓口

地域権利擁護事業の推進
金銭等管理支援事業の推進
居宅介護支援事業
苦情処理
ケアマネジメントリーダー活動支援事業
地域ケア会議
訪問介護事業
通所介護事業
生活支援ハウス運営事業
外出支援サービス事業

シルバーバンク事業
住民福祉意識調査の実施
地域福祉活動計画策定委員会
福祉大会の開催
広報「社協だより」の発行
２級ヘルパー養成研修事業の実施
地区座談会の実施
福祉教育推進事業
役員研修
職場内研修の実施

社協会員加入促進
Ａ町敬老式
長寿祝い金
Ａ町民生児童委員
はり・きゅう・マッサージ施術費用助成事業
治療継続支援事業
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える影響を明らかにした。
それぞれの群における詳細なサンプル数，周

知度，期待度，満足度に関するスコアは，
に示すとおりである。

事業に対する周知度を考慮しない全体的な期
待度と満足度では，ほとんどの事業で期待度と
満足度が基準値の60点に達している。周知度を
考慮しなければ順調に運営されている事業であ

ると判断することができる。
期待度は高いが満足度が基準値に達していな
い事業は，ネットワーク活動（ 中の№１），
福祉員研修事業（ 中の№３），苦情処理
（ 中の№24）であり，事業評価の視点では
重点的に改善すべき事業であると判断できる。
また，期待度と満足度がともに基準値の60点
に達していない事業は，地域権利擁護事業（
中の№21），金銭等管理支援事業（ 中の

№22）であり，今後の事業の継続性を含めて経
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回答者数(人) 期待度(点) 満足度(点) 回答者数(人) 期待度(点) 満足度(点)

周知度（聞いたことがある） 周知度（良く知っている）
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過監視を必要とする事業であると判断できる。

事業に対する周知度で，それぞれの事業を良
く知っている群では，46の全ての事業の期待度
と満足度が基準値の60点に達していた 。

周知度を，事業について聞いたことがある群

でみると，45の事業では，事業に対する期待度
と満足度は基準値に達しているが唯一，広報
「社協だより」の発行に対しての期待度が基準
値の60点に達しているものの，満足度が52.7点
で基準値に達していない（ 中の№35）。
事業的には今後重点的に改善が求められる事
業であると判断することができる。

周知度ごとの分類を，事業を全く
知らなかった群でみると，事業に対
する期待度と満足度が基準値の60点
に達している事業は，外出支援サー
ビス事業（ 中の№30），２級ヘ
ルパー養成研修事業（ 中の№
36），行政が実施している長寿祝い
金事業（ 中の№43），同じく行
政が実施しているはり・きゅう・
マッサージ施術費用助成事業（
中の№45），治療継続支援事業（
中の№46）の５つの事業だけで

あった。
その他の事業では，ほとんどが，
期待度は基準値に達しているが，満
足度が達していない。また，期待
度・満足度がともに基準値に達して
いない象限にプロットされた事業が
多数あり，事業的には重点改善事業
と，経過監視事業であると評価する
ことができる（ ）。

周知度に影響を及ぼしている要因
として，年齢，居住年数と周知度の
関連性の相関と居住している行政区
と周知度の関連性をみていく。

年齢と周知度に関連性が認められ
なかった事業は（有意水準１％），福
祉教育推進事業（ｒ＝0.002）とは
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り・きゅう・マッサージ施術費用助成事業（ｒ
＝－0.009）の２つだけであり，その他の事業
の周知度は回答者の年齢と関連性が強いことが
認められた。マッサージ施術費用助成事業では，
回答者の年齢が高くなるほど周知度が低くなる
傾向がみられた。
特に年齢と周知度の関連性の高い事業は長寿

祝い金事業（ｒ＝0.401），老人クラブ連合会活
動（ｒ＝0.399），社協会員加入促進（ｒ＝
0.364），Ａ町敬老式（ｒ＝0.338）などの事業で，
年齢が高くなるほど周知度が高くなっている。
年齢と周知度の関連性が低い傾向にある事業

は，除排雪事業の実施，訪問介護事業（ｒ＝
0.114），団体活動育成・援助・助成（ｒ＝
0.125）であった。

居住年数と周知度に関連性が認められなかっ
た事業は，生活福祉資金貸し付け事業（ｒ＝
0.026），金銭等管理支援事業（ｒ＝0.067），訪
問介護事業（ｒ＝0.064），２級ヘルパー養成研
修事業（ｒ＝－0.023），福祉教育推進事業
（ｒ＝－0.012），はり・きゅう・マッサージ施

術費用助成事業（ｒ＝0.012）であり，その他
の事業の周知度は回答者の居住年数との関連性
が認められた。
２級ヘルパー養成研修事業と福祉教育推進事
業では，居住年数が長いほど周知度が低い傾向
がみられた。最も居住年数と周知度の関連が高
かった事業は，社協会員の加入促進であった。

居住している行政区の違いが事業に対する周
知度と関連性を有しているかをχ2検定を行った。
高齢者男性料理教室（ｐ＜0.05），ふれあい安
心電話事業（ｐ＜0.05），シルバーバンク事業
（ｐ＜0.05），福祉大会の開催（ｐ＜0.01）の
４事業で周知度が居住している行政区により違
いが認められたが，その他の事業では居住地区
での違いは認められなかった。

Ⅳ

期待度と満足度の相関図から，地域福祉事業
や活動の評価分析を行うと，周知度が高い群お
よびある程度の周知度が得られている群では地
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域福祉事業への期待度と満足度がともに高く，
事業の実施主体としても提供している事業が順
調に運営されていると評価することができるが，
周知度が低い群での期待度と満足度のスコアは
極端に低いことがわかる。
住民の満足度に影響を与えている要因である

周知度は，居住年数や年齢との関連性が強い傾
向が認められ，年齢と居住年数の高い高齢者群
で高くなる傾向はあるものの，Ａ町の地域的特
徴である豪雪と高齢化に関連する事業では年齢
や居住年数などの影響を受けていない。
すなわち，地域住民の間には，特に自らの生

活に直結する課題や高齢者福祉に関連する事業
でなければ周知度は全般的に低くなる傾向がみ
られることから，周知度を高めるための積極的
な情報提供が必要である。
また，２級ヘルパー養成研修事業や福祉教育

推進事業については，新しくこの地に移り住ん
だ居住年数が短い，比較的年齢層が若い群で周
知度が高く，長年同町に居住している住民との
間には，地域福祉サービスに対する認識の違い
があることがわかる。新しく移り住んだ住民の
計画策定委員会への参加の機会を確保すること
も地域福祉事業推進の課題であることを示唆し
ている。
同町は55の行政区から構成されているが，居

住地域と周知度の関連分析の結果では，周知度
の違いが一部の事業を除いて認められないこと
から，Ａ町社会福祉協議会が実に281.98 とい
う広大な面積と中山間地域を抱えながら，行政
区間の地理的ハンディを感じさせない均一な地
域福祉活動を展開している姿をうかがうことが
できる。
本研究のテーマである地域福祉活動の住民満

足度分析結果から，地域福祉計画や地域福祉活
動計画の策定と修正にあたっては，地域での情
報を把握して，地域性や住民の属性を十分に考
慮した検討が必要であり，それらのプロセスと
して，ニーズ調査や課題分析を徹底的に行い，
広報，啓蒙活動を通して，住民の周知度と関心
度を高めることが地域福祉活動の効果を高める
ための重要な課題であることを導き出すことが

できたと考えている。

Ⅴ

調査結果を基にデータベースを構築して，地
域福祉事業に対する住民の満足度を分析した結
果，事業に対する周知度の違いが満足度を左右
している要因であることを明らかにすることが
できた。
本研究の住民の地域福祉事業に対する満足度
調査では，回答者が対象となる事業に対する解
説を読み，事業の認識を高めた上で，回答でき
るよう配慮して調査票の設計を行ったことで，
事業に対する周知度ごとの期待度と満足度の評
価が可能になっている。
また，本研究で採用した住民満足度調査・分
析の手法は，地域福祉計画や地域福祉活動計画
を策定，修正する際の，行政や社会福祉協議会
での事業評価として活用することが可能であり，
住民ニーズを反映させたアカウンタビリティを
確保する計画策定に寄与するものと考えている。
本研究のフィールドとなったＡ町は，平成の
市町村合併をせず単独立町を宣言している町で
あるが，既に合併を終えた市町村または，今後
合併を予定している市町村をフィールドとして
本研究のテーマである住民満足度分析を活用し
た地域福祉事業の整理統合方法と地域福祉計画，
地域福祉活動計画策定への活用を検討すること
が今後の課題として残されている。
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